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２月２日開催の教育福祉常任委員会
多度地区「小中一貫校」多機能複合化事業に関して、「小中一貫校」の整備および「小中一貫教育」について、「教育委員会」と「まちづくり推進課」から各委員の質問に対して回答をもらい、話し合いを行いました。私が提出した５つの質問の答弁はおおむね下記の通りです。他に数点追加で再質問もしましたが、教育委員会等の考え方は変わりません。住民無視もほどほどにして欲しいものです。
【質問１】「小中一貫教育」（ソフト）と「小中一貫校」（ハード）の違いについて。
まず「小中一貫教育」について論議しなければならない。そして、もし多数の支持があれば、「小中一貫校」に進む。【答弁の内容】桑名市では１０年以上小中連携に取り組んできた。学習面、生徒指導面で小中学校が協働して９年間の見通しを持って子どもたちを育成する事で教育効果が一層高まる事が分った。（市民に具体的成果を公表すべきです。）市ＰＴＡ連合会に情報提供したり、教職員団体と話合い、議論してきた。その上で｢小中一貫教育」を推進して行こうとするものです。
【質問２】数多くある教育委員会の独断・先行に意見を。２０２０年４月からの「小中一貫教育」の全市への開始と２０１７年度作成の「基本方針」について。
【答弁の内容】「小中一貫教育」は学習指導要領で定められた内容を具現化するため、９年間を通して一貫教育を行うと言う教育方法。「小中一貫教育」の全市への開始は、教育内容、教育方法の範囲内での改革で、教育委員会の職務権限である。教育委員会の場で提案し、協議、承認をいただいた。今後もＰＴＡ・校長会・教職員団体等と連携しながら推進し、広く市民にも伝えていきたい。「基本方針」は、今年度中にまとめ、来年度示していく。
【質問３】「小中一貫教育」を導入した全国各地で起こっている小学校の統廃合は「まちこわし」という話をどう考えているのか。【答弁の内容】少子化が進み、一定の集団規模の確保が必要であり、「小中一貫校」は、小規模校への対策になる。多度地区で進めている施設一体型は、地域の活性化につながるような施設にして行く。（質問に答えていない。）
【質問４】現在の状況で「小中一貫校」多機能複合化事業の土俵には上がれない。（「小中一貫教育」の賛同が得られていない。）【答弁の内容】更なる情報発信が必要と考えている。
【質問５】まちづくり推進課(｢小中一貫校｣多機能複合施設)と地域コミュニティ課(地区センター・公民館 ⇒ まちづくり拠点施設)の関係はどうなっているのか。
【答弁の内容】まちづくり拠点施設は、地域課題の解決を図り、まちを地域全体で支え合う新たな仕組みの構築を目指している。｢小中一貫校｣多機能複合化事業を始め、庁内で情報共有や協議･調整を行いながら、それぞれの事業を進めていく。
｢ヒバクシャ国際署名｣と｢９条改憲ＮＯ！３０００万署名｣にご協力を
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください。
日刊紙　月３,４９７円　　日曜版　月８２３円
桑名市議員団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/
ご意見をお寄せください　ＦＡＸは　２２－３０２８　（星野自宅）
３月予算議会は、２月２８日から始まります。


２月　９日（金）　午前１０時　　全員協議会（予算案の概要、提出議案の説明）

　　１３日（火）　午前９時半　　全員協議会（介護・障害者計画の説明）
１９日（月）　午前１０時　　全員協議会（今年度の補正予算の聴取）
　　２０日（火）　午後　５時　　請願の締切
　　２１日（水）　午前１０時　　各派代表者会議、議会運営委員会
　　２２日（木）―２３日（金）　
午前１０時　　予算特別委員会全体会（総ての予算案の説明）
２８日（水）　午前１０時　　本会議開会（施政方針・議案上程、説明）

３月　１日（木）　午前１１時　　議会運営委員会（通告された質問の確認）
３月　６日（火）―　９日（金）　午前１０時  　 本会議（代表質問・議案質疑、
委員会付託、請願上程・補足説明、一般質問）
１２日（月）―１４日（水）
午前１０時　　常任委員会、予算特別委員会分科会(各２日)
　　２２日（木）　午前１０時　　予算特別委員会全体会
２８日（水）　午後　１時  　本会議（委員長報告、討論、採決）閉会
なお、予算特別委員会(全体会･分科会)には予備日も設定されています。

地域説明会　公民館の｢機能転換｣が行われます。

２月　９日（金）立教・城東公民館、２月１４日（水）日進・大成公民館、
２月１５日（木）益世・修徳公民館、２月１６日（金）精義・大和公民館
いずれも午後６時３０分から　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

内容は、公民館を「まちづくり拠点施設」に。施設管理費・職員数の見直しです。

【地域創造プロジェクト（案）】１、基本方針　総合計画　本市の目指す地域コミュニティ（まちづくり）のあり方　２、基本戦略　地域創造プロジェクト（案）　本市の定める総合計画の実現に向けた地域住民とともに進める「新たなコミュニティ施策」（新しい地域コミュニティ組織形成）の提案　３、具体的な取組　３つの支援（ヒト・モノ・カネ）と改革（公民館の機能転換）
【桑名市まちづくり拠点施設条例】（設置）第１条　地域住民による交流及びまちづくり活動の場を提供し、市民の教養及び生活文化の向上並びに福祉の増進を図り、もって地域の活性化に寄与するため、地方自治法第２４４条第１項の規定に基づき、まちづくり拠点施設を設置する。　　　　　　　　　　（裏面へ続く）
何故、公民館を「まちづくり拠点施設」に変えるのか？

＊理由は１つ、使いやすい施設にするため　＊現在の公民館が担う生涯学習機能はそのままに、気軽に集える施設へと生まれ変わります。　＊施設の使い方、利用方法等も、市民の皆様のアイデアが活かされる施設へ　＊主役は皆さんです！

９月議会で条例等を制定しました。（日本共産党桑名市議団は反対しました。）
今後の（仮称）「まちづくり協議会」形成迄のスケジュール

ＳＴＥＰ１（平成２８年度―３０年度）職員・住民の意識の醸成

　公民館の「まちづくり拠点施設」化

ＳＴＥＰ２（平成３１年度―３３年度）地域の魅力探し、計画作成・組織設立

　（仮称）「まちづくり協議会」の設立、「地域づくり一括交付金の制度」の創設

ＳＴＥＰ３（平成３４年度―３６年度）取組開始、活動の展開　（市の資料より）
国会　安倍首相の施政方針―一極支配への批判に答えないー
｢働き方改革｣や｢人づくり革命｣｢生産性革命｣等の言葉を乱発しましたが、中身は｢残業代ゼロ法案｣や来年１０月からの消費税増税の強行、大企業に対する減税などでした。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ｢アベノミクス｣の言葉は１回しか登場しませんでした。大企業が儲かれば国民が潤うという欺瞞の破綻は明らかです。大企業や大資産家が利益をため込む一方、国民の間では貧困と格差が広がっているのに、安倍首相が｢格差の固定化はあってはならない｣｢貧困の連鎖を断ち切らねばならない｣などと主張するのは、まさに安倍首相自身にはね返る批判です。｢改革｣や｢革命｣と誤魔化しても、大企業本位、国民犠牲の経済政策の本質は変わりません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ｢アメリカ第一｣で沖縄には米軍の新基地建設を押しつけ、憲法改悪の加速も企てます。国民の批判に答える姿勢は全くありません。　　　　　　　　　　　　　ｐ安保・外交では、米国のトランプ大統領との親密さを誇示し、｢戦争法｣の下での米艦艇や航空機の｢防護｣を誇示するなど、軍事力と日米同盟の強化、沖縄への新基地押しつけ等々、国民の願いに反する｢アメリカべったり｣の態度は露骨です。安倍政権に政治を任せ続けることはできません。　　　　　　　　　　　　　　ｐ政権復帰以来、秘密保護法や安保法制＝｢戦争法｣の強行、｢共謀罪｣法の制定など憲法破壊の政治を繰り返し、ついには憲法９条に自衛隊を書き込む明文改憲の策動にまで踏み込む一方、安倍首相自らや妻の昭恵氏、｢腹心の友｣だという加計理事長などが関わった疑惑にはまともに答えませんでした。　　　　　　　　　　　　　ｐ安倍首相は昨年、憲法９条に自衛隊を書き込む改憲案を持ち出し、総選挙でも公約し、今年になってからもいよいよ｢実行の１年｣などと改憲案の国会発議に拍車をかけています。改憲めぐる正念場です。市民と野党の力で安倍改憲を阻止し、憲法を守り生かすことが重要です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ｢首相が信頼できない｣４４％(｢読売｣１月１５日付)、同４１・７％(共同通信、１月１５日付各紙)など、６年目に入っても安倍首相に対する国民の目は厳しいままです。昨年「森友」疑惑や｢加計｣疑惑を機に大きく低下した内閣支持率はその後上下していますが、最近の世論調査では安倍政権の政策だけでなく、首相の人柄にも厳しい批判が渦巻いているのが特徴です。
共産党の衆参議院での代表質問　暮らし･平和を
安倍首相は｢森友｣｢加計｣疑惑への国民の疑念に一切触れず、都合のいい数字で悪政の誤魔化しに終始しました。日本共産党の志位委員長は衆議院で、小池書記局長は参議院で、暮らしや平和など日本が直面する焦点課題について根本的な打開の道を提起しました。しかし安倍首相は真剣に受け止めず、まともに論戦する姿勢すらありません。指摘された事実も｢当たらない｣と開き直るばかりです。議論する意思も能力もない安倍首相に、もはや政治を任せることはできません。　　　　ｐ安倍政権の５年間が｢暮らし｣に何をもたらしたのか。志位委員長らが追及したのは、格差拡大と貧困悪化という、大問題です。大企業は史上空前の利益を上げ４００兆円を超える内部留保を貯め込み、超富裕層の資産は３倍にもなる一方、働く人の実質賃金は年額で１５万円も減り、実質消費支出は２０万円減少。志位委員長は具体的な数字を挙げ、格差が広がり、貧困が悪化した深刻な事実を認めるかと質しました。しかし安倍首相は、事実さえ認めようとしませんでした。　　　ｐ重大なのは、安倍政権が生活保護を引き下げ、格差と貧困の拡大に拍車をかけようとしていることです。志位委員長は、低所得世帯の生活水準が下がったことを生活保護カットの理由にしていること自体、｢貧困が改善｣という政府の宣伝が嘘であること、低所得世帯の生活水準が下がったのなら、生活保護を削るのでなく、低所得の人を支えるのが政治の責任であり、生活保護行政の欠陥にこそメスを入れるべき―など削減方針の矛盾と道理のなさを突きました。在日米軍への｢思いやり予算｣増額分１９５億円をあてれば、生活保護削減の撤回が可能と、政策の転換を迫りましたが、安倍首相は聞き入れようとしませんでした。　　　　　　　　　　ｐ志位委員長は、安倍首相のいう｢働き方改革｣が残業代をゼロにし、労働時間規制をなくす、財界いいなりの｢働かせ方改悪｣に他ならず、真に働く人の立場の法改定こそ必要であること、｢原発ゼロ｣の決断と一体で再生可能エネルギーの飛躍的普及をはかることこそ現実的で未来ある道であることなどについても、認識を求めましたが、安倍首相はまともに答えませんでした。　　　　　　　　　　　　ｐ｢沖縄の米軍基地問題｣では、あくまで新基地建設を進めると言い、県民の苦しみが理解できない事が浮き彫りになりました。不信が渦巻く｢森友･加計疑惑｣では、政府の虚偽答弁が濃厚になっていることを質されても、説明しませんでした。                                                                    ｐ小池書記局長が、トランプ米政権一辺倒の｢外交｣からの脱却を求めても、安倍首相は応じようとしません。世界の流れが見えない異常な姿です。                ｐ国民が望まない｢９条改憲｣に突き進もうという安倍首相の態度は、文字通り憲法まで私物化するものです。憲法を覆す大軍拡をすすめる暴走は極めて危険です。安倍政権との闘いは正念場です。市民と野党の共闘を広げ、安倍改憲を許さず、９条を生かす日本を築くことこそ重要です。
２月５日の衆議院予算委員会　―生活保護問題―
日本共産党の志位委員長は、４０分にわたり生活保護問題１本に絞って質問しました。日本の貧困が悪化するもとで生活保護の生活扶助費を削減しようとしている安倍政権の方針を批判し、削減計画の撤回を要求しました。現行の生活保護を使いやすくする４項目（生活保護法を「生活保障法」にする、権利である事を周知させる、申請権を侵害しない、捕捉率を向上させる）の緊急提案を示し、憲法２５条の生存権をきちんと保障するよう求めました。[image: image1.png]



日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース
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Ｎｏ．３００　　　２０１８年　　２　月　８　日


発行　　　　日本共産党桑名市議員団 　☎２４－１３１０


発行場所　桑名市中央町２－３７　桑名市役所議員控室


自宅　　　　桑名市立花町１－１４－７ 　☎２２－２９７５














































































































